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生活困窮者への市独自の自立支援事業について 

 

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で生活に困窮する世帯について、当該世帯

の生計中心者が常用就職等をした際の初回給与入金までの生活安定及び就労の定着を目的に特別就

職支援金を支給します。また、生活に困窮する世帯が現在の住居を喪失することを防ぐための住居

契約更新料給付金を支給します。 

 

 

１ 生活困窮者特別就職支援金 

■目 的 

生活に困窮する世帯について、当該世帯の生計中心者が常用就職等をした際の初回給与入金ま

での生活安定及び就労の定着を目的に特別就職支援金を支給します。 

■対象者 

住居確保給付金又は新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を受給し自立相談支援機

関による支援を受けている者で、令和３年１０月１日から令和４年３月３１日の間に期間の定め

のない労働契約か期間の定めが６か月以上の労働契約による就職をした者。また、継続時の支援

金については上記就職から６か月間就労継続した者。 

■支給要件 

就職後６か月間は自立相談支援機関に月１回以上の報告を行うこと。 

※期間途中に生活保護受給や市外転出をした場合は支給対象外とする。 

■支給額等 

就職時５万円、６か月就労継続時５万円を対象者口座への振り込み。 

 

２ 生活困窮者住居契約更新料給付金 

■目 的 

生活に困窮する世帯について、現在の住居の喪失を防ぐために更新料の一部を支給します。 

■対象者 

令和３年４月１日から令和４年３月３１日までに住居確保給付金を受給し、受給期間内に住居

の賃貸借契約の更新を迎えた者。 

■支給額等 

住居確保給付金支給決定通知書に記載の額を、原則として家主や不動産媒介業者等の口座への

振り込み。 

【支給上限額】 

単身世帯：５３７００円、２人世帯：６４０００円、３～５人世帯：６９８００円等 

 

■問い合わせ 

健康福祉部生活福祉課  ０４２２－６０－１２５４ 

＜資料 ８＞ 

補正額１５７９万円 


